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会津若松地方広域市町村圏整備組合人事行政の運営等の 

状況の公表について  
 

 会津若松地方広域市町村圏整備組合では、平成１８年８月に「会津若松地方広域市町村圏整備組

合の人事行政の運営等の公表に関する条例」を制定しました。 

 人事行政の運営については、これまでも職員の給与や職員数の状況等を公表してきたところですが、

同条例では、その公正性や透明性をさらに高めることを趣旨として、職員の任用、給与等の状況をは

じめ、人事行政全般についてお知らせすることとしています。 

 このたび、同条例第４条の規定に基づき、平成２１年度の人事行政の運営の状況をとりまとめました

ので、次のとおり公表します。 

 

平成２２年１１月３０日 

 

   １ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 

   ２ 職員の給与の状況 

 

   ３ 職員の勤務時間その他の勤務状況の状況 

 

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 

５ 職員の服務の状況 

 

６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

８ 職員の競争試験及び選考の状況 

 

９ 勤務条件に関する措置の要求の状況 

 

10 不利益処分に関する不服申立ての状況 

 

11 その他 
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    １ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 

 ⑴ 職員数の状況と主な増減理由 

区 分 
職員数 

対前年度増減数 主な増減理由 
平成 2１年 4 月 平成 22 年 4月 

事務局 
     人 
  ６７ 

     人 
   ６７ 

         人 
０  

消防本部 
     人 
２８２（１） 

     人 
  ２８７（１） 

         人 
      ５（０） 

大量退職に伴う前倒し採用 

合 計 
     人 
３４９（１） 

     人 
  ３５４（１） 

         人 
      ５（０） 

 

   （注） 職員数は一般職に属する職員数であり、（ ）内は再任用短時間勤務職員で外書です。 

    

※ 再任用短時間勤務職員 

  地方公務員法（以下「法」という。）第 28 条の５の規定に基づき、定年退職者で、従前の勤務 

実績等に基づく選考により、1 年をこえない範囲で任期を定め、短時間勤務の職に採用された職員。 

 

 ⑵ 職員の採用及び退職の状況 

    平成２２年度に採用及び退職した職員の状況は、次のとおりです。 

                                                    （単位：人） 

 採 用 
退  職 

定 年 勧 奨 その他 合 計 

一般行政職      

消防職 １５（１） １０    １０ 

企業職      

合 計 １５（１） １０   １０ 

   （注） （ ）内は再任用職員であり、外書きです。 
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 ⑶ 職員数の状況 

①部門別職員数の状況 

                                                      （単位：人） 

部 門 平成 21 年度 平成 22 年度 
対前年 
増減数 主な増減理由 

一 

般 

議会     

総務 １３ １２ △１ 組織改正により減員 

税務     

労働     

農水     

商工     

土木     

福 

祉 

民生 ４ ４ ０  

衛生 ４５ ４６ １ 組織改正により増員 

特別 

行政 

教育     

消防 ２８２ ２８７ ５ 大量退職に伴う前倒し採用 

公
営
企
業
等 

水道 ５ ５ ０  

下水道     

その他     

その他     

合 計 ３４９ ３５４ ５  
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②年齢別職員構成の状況（平成２２年４月１日現在） 

ア 一般行政職

 

 区分 

20 歳 

 

未満 

20 歳 

 

23 歳 

24 歳 

 

27 歳 

28 歳 

 

31 歳 

32 歳 

 

35 歳 

36 歳 

 

39 歳 

40 歳 

 

43 歳 

44 歳 

 

47 歳 

48 歳 

 

51 歳 

52 歳 

 

55 歳 

56 歳 

 

59 歳 

60 歳 

 

以上 

計 

職員数 

人 

０ 

人 

０ 

人 

０ 

人 

４ 

人 

５ 

人 

８ 

人 

２ 

人 

７ 

人 

３ 

人 

１７ 

人 

１３ 

人 

３ 

人 

 ６２ 

イ 消防職 

 

区分 

20 歳 

 

未満 

20 歳 

 

23 歳 

24 歳 

 

27 歳 

28 歳 

 

31 歳 

32 歳 

 

35 歳 

36 歳 

 

39 歳 

40 歳 

 

43 歳 

44 歳 

 

47 歳 

48 歳 

 

51 歳 

52 歳 

 

55 歳 

56 歳 

 

59 歳 

60 歳 

 

以上 

計 

職員数 

人 

６ 

人 

３６ 

人 

２５ 

人 

２９ 

人 

４１ 

人 

２２ 

人 

１２ 

人 

１２ 

人 

１４ 

人 

３１ 

人 

５９ 

人 

０ 

人 

２８７ 

0.0% 

5.0% 

10.0% 

15.0% 

20.0% 

25.0% 

20 
歳 
未 
満 

20 

23 

24 

27 

28 

31 

32 

35 

36 

39 

40 

43 

44 

47 

48 

51 

52 

55 

56 

59 

60 
歳 
以 
上 

平成 22 年 の 構成比 
5 年前 の 構成比 

0.0% 

5.0% 

10.0% 

15.0% 

20.0% 

25.0% 

30.0% 

20 
歳 
未 

満 

20 

23 

24 

27 

28 

31 

32 

35 

36 

39 

40 

43 

44 

47 

48 

51 

52 

55 

56 

59 

60 
歳 
以 

上 

平成 22 年 の 構成比 
5 年前 の 構成比 

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
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２ 職員の給与の状況 

 

  ⑴ 総括 

    職員給与費の状況（一般会計決算） 

 職員数 

Ａ 

給 与 費 1 人当たり給与費 

Ｂ／Ａ 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ 

２１年度 
  人 

 
344 

  千円 
 

1,351,960 

  千円 
 

334,906 

  千円 
 

499,439 

  千円 
 

2,186,305 

  千円 
 

6,355 

     （注） １ 職員手当には退職手当を含みません。 

         ２ 職員数は、平成２２年３月３１日現在の人数です。 

 

⑵ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

    ① 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２２年４月１日現在） 

区分 平均年齢 平均給料月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

一般行政職 ４８．０歳 ３５７，９９７円 ３８５，２７１円 

消防職 ３９．８歳 ３１０，７４３円 ３４７，６１６円 

国 ４１．９歳 ３４０，０７１円 ３９１，７７０円 

     （注） １ 「平均給料月額」とは、22 年 4月 1日現在における各職種ごとの職員の基本給の 

平均です。 

         ２ 「平均給与月額（国ベース）」とは、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、

特殊勤務手当等の手当が含まれないことから、比較のため国家公務員と同じベースで

再計算したものです。 

 

② 職員の初任給の状況（平成２２年４月１日現在） 

 会津若松地方広域  

市町村圏整備組合 
福島県 国 

一般行政職 
大学卒 １７５，１００円 １８１，８００円 １７２，２００円 

高校卒 １４２，５００円 １４６，９００円 １４０，１００円 

消防職 
大学卒 １７５，１００円 ― ― 

高校卒 １４２，５００円 ― ― 
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③ 職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況（平成２２年４月１日現在） 

 経験年数 10 年 経験年数 15 年 経験年数 20 年 

一般行政職 
大学卒 （該当者なし） 円 （該当者なし） 円 （該当者なし） 円 

高校卒 （該当者なし） 円 （該当者なし） 円 ３１７，７００ 円 

消防職 
大学卒 ２７４，２００ 円 ３１８，３３３ 円 ３６４，８００ 円 

高校卒 ２４０，１００ 円 ２９０，１７８ 円 （該当者なし） 円 
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⑶ 一般行政職の級別職員数等の状況 

    ① 一般行政職の級別職員数の状況（平成２２年４月１日現在） 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

1 級 ・定型的な業務を行う主事、技師の職務 
人 

０ 
％ 

0.0 

２ 級 
・高度な知識又は経験を必要とする業務を行う主事、技師の
職務 

人 
６ 

％ 
9.7 

３ 級 ・係長、主査又はこれに相当する職務 
人 

２０ 
％ 

32.3 

４ 級 
・課長補佐又は主任主査の職務若しくはこれらに相当する職務 
・困難な業務を処理する係長の職務 

人 
１６ 

％ 
25.8 

５ 級 
・困難な業務を処理する課長補佐又は主任主査の職務若しく
はこれらに相当する職務 
・特に困難な業務を処理する係長の職務 

人 
１６ 

％ 
25.8 

６ 級 
・次長の職務又はこれに相当する職務 
・課長の職務又はこれに相当する職務 

人 
３ 

％ 
4.8 

７ 級 
・事務局長の職務又はこれに相当する職務 
・重要な業務を処理する次長又は副参事の職務 

人 
１ 

％ 
1.6 

８ 級 
・重要な業務を所掌する事務局長の職務又はこれに相当する
職務 

人 
０ 

％ 
0.0 

計 
            人 

６２ 
％ 

100.0 

（注）１ 会津若松地方広域市町村圏整備組合給与条例に基づく給料表の級区分による職員    

数である。 

   ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 

 

（注） 平成 18 年に 10 級制から 8級制に変更している。（旧給料表の 1級及び 2級並びに 4級

及び 5級をそれぞれ統合）

0% 

10% 

20% 

30% 

40% 

50% 

60% 

70% 

80% 

90% 

100% 

平成 2２年の構成比 1 年前の構成比 5 年前の構成比 

10 級 
9 級 
8 級 
7 級 
6 級 
5 級 
4 級 
3 級 
2 級 
1 級 

7 級 1.6％ 
6 級 4.8％ 
5 級 25.8％ 

4 級 25.8％ 

3 級 32.3％ 

2 級 9.7％ 

8 級 1.6％ 

6 級 6.５％ 

5 級 22.6％ 

4 級 35.5％ 

3 級 29.0％ 

2 級 8.1％ 

10 級 8.3％ 

8 級 8.3％ 

6 級 25.0％ 

4 級 33.4％ 

3 級 25.0％ 
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② 消防職の級別職員数の状況（平成２２年４月１日現在） 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

1 級 
・消防副士長又は消防士の職務 
・定型的な業務を行う係員の職務 

人 
６５ 

％ 
２２．６ 

２ 級 
・消防士長、消防副士長又は消防士の職務 
・高度な知識又は経験を必要とする業務を行う係員の職務 

人 
３６ 

％ 
１２．５ 

３ 級 
・消防司令補及び消防士長の職務 
・副主幹、主任及び主査若しくはこれらに相当する職務 

人 
７０ 

％ 
２４．７ 

４ 級 

・消防司令及び消防司令補の職務 
・主幹、主任主査、副主幹及び主任の職務若しくはこれらに
相当する職務 
・困難な業務を処理する副主幹、主任若しくはこれらに相当
する職務 

人 
 

１６ 

％ 
 

５．５ 

５ 級 

・消防司令の職務 
・困難な業務を処理する主幹又は主任主査の職務若しくはこ
れらに相当する職務 
・特に困難な業務を処理する副主幹、主任若しくはこれらに相
当する職務 

人 
 
６３ 

％ 
 

２１．９ 

６ 級 
・消防監又は消防司令長の職務 
・副参事又は総務主幹の職務若しくはこれらに相当する職務 

人 
３６ 

％ 
１２．５ 

７ 級 
・消防正監及び消防監の職務 
・重要な業務を処理する副参事の職務又はこれに相当する職
務 

人 
１ 

％ 
０．３ 

８ 級 
・消防正監の職務 
 

人 
０ 

％ 
０．０ 

計 
            人 

２８７ 
％ 

100.00 

（注）１ 会津若松地方広域市町村圏整備組合給与条例に基づく給料表の級区分による職員    

数である。 

   ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 

            

 

  （注） 平成 18年に 10級制から 8級制に変更している。（旧給料表の 1級及び 2級並びに 4級

及び 5級をそれぞれ統合） 

0% 

10% 

20% 

30% 

40% 

50% 

60% 

70% 

80% 

90% 

100% 

平成 22 年の構成比 1 年前の構成比 5 年前の構成比 

10 級 

9 級 

8 級 

7 級 

6 級 

5 級 

4 級 

3 級 

2 級 

1 級 

7 級 0.3％ 
6 級 12.5％ 

5 級 21.9％ 

4 級 5.5％ 

2 級 12.5％ 

1 級 22.6％ 

7 級 0.7％ 
6 級 12.1％ 

3 級 22.7％ 

5 級 26.2％ 

4 級 10.6％ 

3 級 23.0％ 

2 級 9.9％ 

1 級 16.7％ 

10 級 0.4％ 
8 級 10.3％ 

2 級 2.9％ 
1 級 5.1％ 

7 級 20.1％ 

6 級 29.0％ 

3 級 24.7％ 
5 級 5.1％ 
4 級 4.4％ 
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⑷ 昇給への勤務成績の反映状況 

 ① 昇給の実施時期 

    平成２２年１月１日 

② 勤務成績の証明 

所属長が過去１年間の勤務成績を反映し証明します。 

 ③ 昇給への勤務成績の反映状況 

判定基準を①勤務成績が極めて良好、②勤務成績が特に良好、③勤務成績が良好、④勤務成

績がやや良好でない、⑤勤務成績が良好でないの５つの区分とし、一般行政職 62名中①区分が１

名（1.6％）、②区分が１０名（16.1％）、③区分が５１名（82.3％）、④区分が０名（０％）、⑤区分が０名

（０％）の決定となりました。 

また、消防職 ２８２名中①区分が １７名（6.0％）、②区分が ３０名(10.7％)、③区分が ２３５名

(83.3％)、④区分が ０名(０％)、⑤区分が ０名(０％)の決定となりました。 
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⑸ 職員の手当の状況 

① 期末手当・勤勉手当 

会津若松地方広域 
市町村圏整備組合 

（参考）  福島県 （参考）    国 

1 人当たり平均支給額 

（2１年度一般会計） 

1,451 千円 

 

 

 

（2１年度支給割合） 
期末手当     勤勉手当 

2.65月分     1.4月分 
（1.45）月分   （0.7）月分 

（2１年度支給割合） 
期末手当     勤勉手当 
2.65 月分     1.4 月分 
（1.45）月分   （0.7）月分 

（2１年度支給割合） 
期末手当     勤勉手当 
2.75 月分     1.4 月分 
（1.5）月分   （0.7）月分 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置 
 ・役職加算   5～20％ 
  

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等
による加算措置 
 ・役職加算   5～20％ 
 ・管理職加算 10～25％ 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等
による加算措置 
 ・役職加算   5～20％ 
 ・管理職加算 10～25％ 

 （注） （ ）内は再任用職員に係る支給割合です。 

 

② 退職手当の状況（平成２２年４月１日現在） 

会津若松地方広域市町村圏整備組合 （参考）         国 

1 人当たり平均支給額（２１年度） 

自己都合      ２１，７９６千円 

勧奨・定年      ２６，８５１千円 

 

（支給率）    自己都合   勧奨・定年 
勤続 20 年   23.5 月分   30.55 月分 
勤続 25 年   33.5 月分   41.34 月分 
勤続 35 年   47.5 月分   59.28 月分 
最高限度額  59.28 月分   59.28 月分 
その他の加算措置 
定年前早期退職特例措置 
（2％～20％加算） 

 

（支給率）    自己都合   勧奨・定年 
勤続 20 年   23.5 月分   30.55 月分 
勤続 25 年   33.5 月分   41.34 月分 
勤続 35 年   47.5 月分   59.28 月分 
最高限度額  59.28 月分   59.28 月分 
その他の加算措置 
定年前早期退職特例措置 
（2％～20％加算） 

 

     注 当組合の退職手当の支給事務については、福島県市町村総合事務組合に加入しており、退職手当の支

給割合については、同組合の条例に基づくものです。 
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③ 特殊勤務手当 

   危険、不快、不健康又は困難な業務に従事する職員に対して支給されます。 

支給実績（2１年度一般会計決算）                 ５，１７８千円 

支給職員 1人当たり平均支給年額（同上）                 ２５千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（2１年度）               ７１．７ ％ 

手当の種類（手当数）                 1 種類 

手当の名称 支給対象職員等 支給対象業務の内容 支給単価 

消防業務 

職員手当 

潜水業務に従事 

する職員 

潜水具を着装して潜水業務に

従事した場合（訓練を除く） 

1 当務  500 円 

救急業務に従事 

する職員 

業務に従事した場合で、対象

傷病者が医療機関へ搬送さ

れた場合 

１回    200 円 

救急救命士が救急救命士法

に基づく特定行為を行った場

合 

１特定行為 100 円 

通信勤務に従事 

する職員 

深夜に消防本部の通信指令

業務に１時間以上従事した場

合 

1 当務  ２00 円 

高所作業に従事 

する職員 

地上又は水面 10 メートル以上

の高所作業に従事した場合 

（訓練を除く） 

1 当務  300 円 

 

④ 時間外勤務手当 

   正規の勤務時間を超えて勤務した時に支給されます。 

支給実績（2１年度一般会計決算） 37,211 千円 

職員 1人当たり平均支給年額（同上） 122 千円 

支給実績（20 年度一般会計決算） 36,566 千円 

職員 1人当たり平均支給年額（同上） 125 千円 
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⑤ その他の手当（平成２２年４月１日現在） 

手当名 
支給要件 支給単価 

国制度と 
の同異 

国との制度と異なる内容 支給実績（21 年度一

般会計決算） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

扶養手当 ①配偶者 
②22 歳に達する日以後の最初の３月３１日ま
での間にある子及び孫 

③60 歳以上の父母及び祖父母 
④22 歳に達する日以後の最初の３月３１日ま
での間にある弟妹 

⑤重度心身障害者 

・配偶者 13,000 円 
・1 人目(配偶者なし） 11,000 円 
・1 人目（配偶者あり） 6,500 円 
・その他 6,500 円 
・特定期間加算 5,000 円 

同 
 

56,231 千円 229,514 円 

住居手当 ①自ら居住するため住宅(貸間を含む)を借り
受け、月額 9,500 円を超える家賃(使用料
を含む)を支払っている場合 

②その所有に係る住宅に居住している職員
で世帯主の場合 

【借家】 
・月額 20,500 円以下の家賃…家賃月
額－9,500 円 
・月額 20,500 円を超える家賃(支給限
度額 27,000 円)…11,000 円＋(家賃
月額－20,500 円)×1/2 
【持家】（平成 21 年 12 月廃止） 
 

異 
月額 12,000 円を超える家賃
を支払っている職員に支給 20,580 千円 94,403 円 

通勤手当 ①通勤のために交通機関等の利用を常例と
すること、運賃等の負担を常例とすること、
徒歩により通勤するとした場合の通勤距離
が片道 2Kｍ以上であること 

②通勤のために自動車等の使用を常例とす
ること、徒歩により通勤するとした場合の通
勤距離が片道 2Kｍ以上であること 

①運賃相当額が51,000円以下につい
ては運賃相当額 

②距離区分に応じて支給 

異 
運賃等相当額が 55,000 円を
超える場合、超える額の 1/2
を加算 

41,962 千円 130,317 円 

単身赴任 

手当 

官署を異にする異動又は在勤する官署の移
転に伴い、転居し、やむをえない事情により
配偶者と別居し、単身で生活し、単身で生活
すること常況とし、距離制限(６０Kｍ)を満たす
職員に支給 

基本額 23,000 円、距離に応じた加算
額 6,000 円～45,000 円 

同  552 千円 276,000 円 

管理職手 

当 

管理又は監督の地位にある職員について 
は、その特性に基づき、給料月額について適
正な管理職手当を支給することができる 

・事務局長、消防長等…月額79,700～84,600円 

・次長、本部次長等…月額 62,300～66,400 円 

・課長、所長、消防本部グループリーダー、 

消防署長…月額 54,000 円 

・総務主幹、副署長…月額 45,700 円 

・分署長、出張所長…月額 33,300～35,700 円 

異 
官職を 1 種から 5 種及びその他
に区分し、職務の級に応じ、それ
ぞれの月額が定められている 

27,592 千円 587,080 円 

休日勤務 

手当 

祝祭日及び年末年始等の休日において、正
規の勤務時間中に勤務することを命じられた
職員に支給 

勤務した全時間に対し、勤務 1時間当
たりの給料額の 135/100 の額 

同  77,707 千円 345,365 円 
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夜間勤務 

手当 

正規の勤務時間として深夜に勤務した職員
に支給 

勤務した全時間に対し、勤務 1時間当
たりの給料額の 25/100 の額 

同  23,679 千円 104,777 円 

宿日直手 

当 

宿直又は日直勤務に従事した場合に支給 勤務 1 回につき 4,200 円 

異 特別の宿日直手当を支給 ― 千円 ― 円 

管理職員 

特別勤務 

手当 

管理又は監督の地位にある職員について、
臨時又は緊急の必要その他公務の運営の必
要により週休日、祝祭日及び年末年始等の
休日において、勤務した場合に支給 

・事務局長、消防長等…10,000 円 

・事務局次長、消防本部次長等…8,000 円 

・課長、所長、消防本部グループリーダー、 

消防署長…6,000 円 

・総務主幹、分署長、出張所長等…4,000 円 

・勤務に従事した時間が 6 時間を超える場合は

150/100 を乗じて得た額 

異 
官職の区分に応じて 4,000 円
～18,000 円 

468 千円 46,800 円 

寒冷地手 

当 

基準日(毎年 11 月～翌年 3 月までの各月の
初日)において、支給対象地域に在勤する職
員に支給 

基準日における地域の区分及び職員
の世帯等の区分に応じた定額 

同  26,387 千円 77,383 円 

災害派遣 

手当 

災害応急対策若しくは災害復旧又は国民の
保護のための措置の実施等のために、職員
の派遣を求め、受けたときは、当該職員に対
して手当を支給 

公用施設等を利用 
  1 日 3,970 円 
その他の施設 
  滞在する期間により 1 日につき

5,140 円～6,620 円 

同  ― 千円 ― 円 

 

（6） 特別職の報酬等の状況（平成２２年４月１日現在） 

区   分 年 額 

報   酬 

議  長 

副議長 

議  員 

92,000 円 

88,000 円 

82,000 円 

 

 

(7)  公営企業職員（水道用水供給事業）の状況 

 

① 職員の平均給与月額、初任給の状況(平成 22年 4 月 1日現在) 

   (ｱ) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

歳   月 

４8    9   

円 

377,720 

円 

439,530 

     （注） １ 「平均給料月額」とは、平成２２年４月１日現在における職員の基本給の平均です。 

         ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務

手当などの諸手当の額を合計したものです。 
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   (ｲ) 職員の初任給の状況 

 初  任  給 

企業職員 
大学卒 175,100 円 

高校卒 142,500 円 

 

②  企業職の級別職員数等の状況（平成２２年４月１日現在） 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

1 級 ・定型的な業務を行う主事、技師の職務 
人 

０ 
％ 

0.0 

２ 級 
・高度な知識又は経験を必要とする業務を行う主事、技師の
職務 

人 
 

％ 
0.0 

３ 級 ・係長、主査又はこれに相当する職務 
人 

１ 
％ 

20.0 

４ 級 
・課長補佐又は主任主査の職務若しくはこれらに相当する職務 
・困難な業務を処理する係長の職務 

人 
２ 

％ 
40.0 

５ 級 
・困難な業務を処理する課長補佐又は主任主査の職務若しく
はこれらに相当する職務 
・特に困難な業務を処理する係長の職務 

人 
１ 

％ 
20.0 

６ 級 
・次長の職務又はこれに相当する職務 
・課長の職務又はこれに相当する職務 

人 
１ 

％ 
20.0 

７ 級 
・事務局長の職務又はこれに相当する職務 
・重要な業務を処理する次長又は副参事の職務 

人 
０ 

％ 
0.0 

８ 級 
・重要な業務を所掌する事務局長の職務又はこれに相当する
職務 

人 
０ 

％ 
0.0 

計  
人 

５ 
％ 

100.0 

 

③  職員の手当の状況 

 ア 特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在） 

  危険、不快、不健康又は困難な業務に従事する職員に対して支給されます。 

支給実績（平成 2１年度）                     ３２   千円 

支給職員 1人当たり平均支給年額（同上）                     ３２   千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合                    ２０   ％ 

手当の種類（手当数）                     １種類 

手当の名称 支給対象職員等 支給対象業務の内容 支給単価 

現場作業手当 
右記業務に従事した

職員 
専ら水質検査作業に従事した職員 日額 150 円 

 

イ 時間外勤務手当 

 正規の勤務時間を超えて勤務した時に支給されます。 

支給実績（平成 2１年度） １，００９ 千円 

職員 1人当たり平均支給年額（同上） ２５２ 千円 



 15 

ウ その他の手当（平成２２年４月１日現在） 

手当名 
支給要件 支給単価 

一般行政職 
との同異 

一般行政職の制度と異なる内
容 

支給実績（2１年度 

事業会計決算） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

扶養手当 ①配偶者 
②22 歳に達する日以後の最初の３月３１日ま
での間にある子及び孫 

③60 歳以上の父母及び祖父母 
④22 歳に達する日以後の最初の３月３１日ま
での間にある弟妹 

⑤重度心身障害者 

・配偶者 13,000 円 
・1 人目(配偶者なし） 11,000 円 
・1 人目（配偶者あり） 6,500 円 
・その他 6,500 円 
・特定期間加算 5,000 円 

同 
 

1,134 千円 283,580 円 

住居手当 ①自ら居住するため住宅(貸間を含む)を借り
受け、月額 9,500 円を超える家賃(使用料
を含む)を支払っている場合 

②その所有に係る住宅に居住している職員
で世帯主の場合 

【借家】 
・月額 20,500 円以下の家賃…家賃
月額－9,500 円 
・月額 20,500 円を超える家賃(支給
限度額27,000円)…11,000円＋(家
賃月額－20,500 円)×1/2 
【持家】（平成２１年１２月廃止） 
 

同 
 

346 千円 69,200 円 

通勤手当 ①通勤のために交通機関等の利用を常例と
すること、運賃等の負担を常例とすること、
徒歩により通勤するとした場合の通勤距離
が片道 2Kｍ以上であること 

②通勤のために自動車等の使用を常例とす
ること、徒歩により通勤するとした場合の通
勤距離が片道 2Kｍ以上であること 

①運賃相当額が51,000円以下につ
いては運賃相当額 

②距離区分に応じて支給 

同  675 千円 135,000 円 

単身赴任 

手当 

官署を異にする異動又は在勤する官署の移
転に伴い、転居し、やむをえない事情により
配偶者と別居し、単身で生活し、単身で生活
すること常況とし、距離制限(６０Kｍ)を満たす
職員に支給 

基本額 23,000 円、距離に応じた加
算額 6,000 円～45,000 円 

同  -  千円 -  円 

管理職手 

当 

管理又は監督の地位にある職員について 
は、その特性に基づき、給料月額について適
正な管理職手当を支給することができる 

・職級 8 級である事務局長又は参事 

…月額 84,600 円 

・職級 7 級である事務局長又は参事 

…月額 79,700 円 

・職級 7 級である次長又は副参事 

              …月額 66,400 円 

・職級 6 級である次長又は副参事 

…月額 62,300 円 

・課長…月額 54,000 円                  

・総務主幹…月額 45,700 円 

同  648 千円 648,000 円 

休日勤務 

手当 

祝祭日及び年末年始等の休日において、正
規の勤務時間中に勤務することを命じられた
職員に支給 

勤務した全時間に対し、勤務 1 時間
当たりの給料額の 135/100 の額 

同  -  千円 -  円 

夜間勤務 正規の勤務時間として深夜に勤務した職員 勤務した全時間に対し、勤務 1 時間



 16 

手当 に支給 当たりの給料額の 25/100 の額 

同  -  千円 -  円 

宿日直手 

当 

宿直又は日直勤務に従事した場合に支給 勤務 1 回につき 4,200 円 

同  ― 千円 ― 円 

管理職員 

特別勤務 

手当 

管理又は監督の地位にある職員について、
臨時又は緊急の必要その他公務の運営の必
要により週休日、祝祭日及び年末年始等の
休日において、勤務した場合に支給 

・事務局長等…10,000 円 

・事務局次長等…8,000 円 

・課長等…6,000 円 

・総務主幹等…4,000 円 

・勤務に従事した時間が 6 時間を超える場合

は 150/100 を乗じて得た額 

同 
 

-  千円 -  円 

寒冷地手 

当 

基準日(毎年 11 月～翌年 3 月までの各月の
初日)において、支給対象地域に在勤する職
員に支給 

基準日における地域の区分及び職
員の世帯等の区分に応じた定額 

同  407 千円 81,400 円 

   

災害派遣 

手当 

災害応急対策若しくは災害復旧又は国民の
保護のための措置の実施等のために、職員
の派遣を求め、受けたときは、当該職員に対
して手当を支給 

公用施設等を利用 
  1 日 3,970 円 
その他の施設 
  滞在する期間により 1 日につき

5,140 円～6,620 円 

同  ― 千円 ― 円 
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３ 職員の勤務時間その他勤務条件の状況 

 

  ⑴ 職員の勤務時間の状況（平成２２年４月１日現在） 

     一般的な職員の勤務時間は、休憩時間を除き、1 日について８時間(午前８時３０分～午 

後５時１５分)、１週間について３８時間４５分です。(再任用短時間勤務職員は１週間当たり３１時間

を超えない範囲内です。) 

     また、交替勤務職員（消防職員で交替制勤務の職員等）など、勤務の特殊性によりこの勤務時

間により難い職員の勤務時間は、別に定めています。 

 

⑵ 職員年次有給休暇の使用状況 

     年次有給休暇は、１年度ごとに２０日付与されており、２０日を超えない範囲内の残日数は、翌

年度に繰り越すことができることになっています。 

平成２１年度の１人当たりの平均使用日数は、次のとおりです。 

 1 人当たり平均使用日数 

事務局               ２１．６ 日 

消防本部               １３．０ 日 

 

⑶ 病気休暇及び特別休暇の状況 

    病気休暇は、職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得

ない場合に認められる有給休暇です。 

    特別休暇は、選挙権の行使、結婚、出産その他の特別の事由により職員が勤務しないことが相

当である場合として規則で定められている有給休暇です。 

    平成 22 年 4月 1日現在、規則で定められている特別休暇は、次のとおりです。 

種     類 付 与 日 数 
１ 産前産後休暇 
 

産前８週間以内 
産後８週間以内 

２ 配偶者の出産休暇 ３日以内 
３ 育児参加休暇 ５日以内 
４ 生理休暇 その都度２日以内 

５ 忌引休暇 
配偶者の場合１０日以内 
ほか 

６ 夏季休暇 ３日以内 
７ ボランティア休暇 ５日以内 
８ 結婚休暇 ７日以内 
９ 父母、配偶者及び子の祭日のための休暇 その都度１日以内 
10 骨髄移植に係る登録又は骨髄液の提供のための休暇 必要と認められる期間 
11 選挙権その他公民としての権利行使のための休暇 必要と認められる期間 
12 証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地方公共
団体の議会その他の官公署へ出頭するための休暇 

必要と認められる期間 

13 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する
法律による交通の制限又は遮断を事由とする休暇 

必要と認められる期間 

14 風水震火災その他非常災害による交通遮断を事由とする
休暇 

必要と認められる期間 
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15 風水震火災その他天災地変等による職員の住居滅失又
は破壊を事由とする休暇 

必要と認められる期間 

16 交通機関の事故等不可抗力の原因を事由とする休暇 必要と認められる期間 
17 風水震火災その他の災害による職員の退勤途上におけ
る身体の危険を回避するため勤務しないことがやむを得な
いと認められることを事由とする休暇 

必要と認められる期間 

18 育児時間 １日２回各 30 分以内 
19 つわり休暇 １妊娠につき 10日以内 
20 妊産婦の検診のための休暇 妊娠満23週までは４週間

につき１日以内 ほか 
21 看護休暇 ５日以内 

 

⑷ 育児休業等の利用状況 

    育児休業及び部分休業は、ともに職員が３歳に満たない子を養育するため、当該子を３歳に達

するまで取得することができるもので、そのうち部分休業については、勤務時間の始め又は終わり

に１日を通じて２時間を越えない範囲で取得することができることとしています。 

     なお、育児休業の場合は休業中、部分休業の場合は勤務しない時間が無給となっています。 

     平成 2１年度の取得状況は、次のとおりです。 

                                                   （単位：人） 

 育児休

業取得

者 

部分休業

取得者 

うち両休

業取得者 

平成２1 年度

中に新たに

育児休業が

取得可能と

なった職員

（育児休業

対象者数） 

うち育児

休業取得

者数 

うち部分

休業取得

者数 

うち両休

業取得者

数 

男性職員 
０ ０ ０ 

１６ ０ ０ ０ 
０ ０ ０ 

女性職員 
０ ０ ０ 

０ ０ ０ ０ 
０ ０ ０ 

計 
０ ０ ０ 

１６ ０ ０ ０ 
０ ０ ０ 

 

（注） １ 「育児休業取得者数」、「部分休業取得者数」、「うち両休業取得者数」の欄の上段には平

成 2１年度に新たに育児休業（部分休業）を取得した者、下段には育児休業（部分休業）の期

間が平成 20年度から引き続いて育児休業を取得している者の数です。 

 ２ 「育児休業取得者数」、「部分休業取得者数」、「うち両休業取得者数」の欄の上段の平成 

2１年度に新たに育児休業を取得した者の数には「平成 2１年度中に新たに育児休業が取得

可能となった職員で育児休業（部分休業）を取得した者」と「平成 20 年度中に育児休業が取

得可能となったが、平成 2１年度に新たに育児休業（部分休業）を取得した者」の両方が含ま

れるので、「平成 2１年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員のうち育児休業取得

者数」、「平成 2１年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員のうち部分休業取得者
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数」、「平成 2１年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員のうち両休業取得者数」の

各〄と必ずしも一致するわけではなく、また下回ることもありません。 

 

 ⑸ 介護休暇の取得状況 

    介護休暇は、職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等の負傷、疾病又は老齢のため、 

当該配偶者等を介護することが相当である場合に６月の期間内で認められる休暇で、勤務 

しない時間は無給となります。 

 平成 2１年度の取得状況は、次のとおりです。 

                    （単位：人） 

     介護休暇取得者数 

男子職員 ０人 

女子職員 ０人 

計 ０人 
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４ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 

  ⑴ 分限処分の状況 

     分限制度は、職員が恣意的にその職を奪われることのないよう身分を保障することにより、公務

の中立性、安全性を確保し、公務能率の維持及びその適正な運営を図る趣旨から整備されていま

す。 

    分限処分は、法又は条例に定める事由に該当する場合に限り、任命権者が職員の意に反して、

その身分に不利益な変動をもたらす免職等の処分のことをいいます。 

    平成 2１年度の分限処分の状況は、次のとおりです。 

                                                   （単位：人） 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） １ 2１年度中に休職期間が更新された者を新たに休職処分に付された者とみなしています。 

    ２ 休職処分者数は、処分件数に着目して計上したものであり、延べ人数です。 

 

⑵ 懲戒処分の状況 

    懲戒制度は、職員の一定の義務違反に対して、道義的責任を追及することにより、地方公共団

体における規律と公務遂行の秩序の維持を図る趣旨から整備されています。 

    懲戒処分は、法に定める事由に該当する場合に、職員の非違の責任を明らかにして科される制

裁として、任命権者が職員の身分に不利益な変動をもたらす免職等の処分のことをいいます。 

    平成 2１年度の懲戒処分の状況は、次のとおりです。 

区    分 降任 免職 休職 降給 合計 

勤務実績が良くない場合 

（法第 28 条第１項第１号） 
０ ０ ０ ０ ０ 

心身の故障の場合 

（法第 28 条第１項第２号、第２項第１号） 
０ ０ ０ ０ ０ 

職に必要な適格性を欠く場合 

（法第 28 条第１項第３号） 
０ ０ ０ ０ ０ 

職制等の改廃等により過員等を生じた場合 

（法第 28 条第１項第４号） 
０ ０ ０ ０ ０ 

刑事事件に関し起訴された場合 

（法第 28 条第２項第２号） 
０ ０ ０ ０ ０ 

条例に定める事由による場合 

（法第 27 条第２項） 
０ ０ ０ ０ ０ 

合    計 ０ ０ ０ ０ ０ 

法第 28 条第４項により失職した者 ― ― ― ― ０ 
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① 懲戒処分者数                                        （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 行為別懲戒処分者数内訳                                （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区    分 戒告 減給 停職 免職 合計 

法令違反 

（法第 29 条第１項第１号） 
０ ０ ０ ０ ０ 

職務上の義務違反又は怠慢 

（法第 29 条第１項第２号） 
０ ０ ０ ０ ０ 

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行 

（法第 29 条第１項第３号） 
０ ０ ０ ０ ０ 

合    計 ０ ０ ０ ０ ０ 

区    分 戒告 減給 停職 免職 合計 

給与・任用に関する不正 

（諸給与の不正領得等） 
０ ０ ０ ０ ０ 

一般服務違反関係 

（職務命令違反、信用失墜行為等） 
０ ０ ０ ０ ０ 

一般非行関係 

（障害・暴行の刑法違反等） 
０ ０ ０ ０ ０ 

収賄等関係 ０ ０ ０ ０ ０ 

道路交通法違反 ０ ０ ０ ０ ０ 

管理監督責任 ０ ０ ０ ０ ０ 

合    計 ０ ０ ０ ０ ０ 
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５  職員の服務の状況 

   職員の服務については、法第 30 条に服務の根本基準が定められているほか、法令等及び 

上司の命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、秘密を守る義務、職務に専念する義務、政治的行

為の制限、争議行為等の禁止、営利企業等の従事制限などの義務や制限が課されています。 

  これらの服務規律を保持するため、懲戒制度の適切な運用に努めているほか、日ごろから職員に

対して注意を喚起し、その徹底を図っています。 

  平成 2１年度の服務規律の遵守に関する主な取組状況は、次のとおりです。 

 

任命権者 取組内容 周知方法等 

各任命権者 職員の服務規律の厳正な保持につ

いて周知したほか、飲酒運転防止及

び、情報漏洩防止について周知を図っ

た。 

文書による周知及び、各所

属における会議、打合せ等の

場で職員への周知徹底に努

めた。 

 

 

６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 

  ⑴ 研修の実施状況 

     職員の勤務能率の発揮及び増進のため、職務の階層に応じて行う階層別の研修や、専門研

修、派遣研修等の各種研修を実施しています。 

     平成２１年度の主な研修の実施状況は、次のとおりです。 

区 分 研修名 対象者 主催者 受講者数 

集

合

研

修 

基

本 

基本研修２ 該当職員 ふくしま自治研 １ 

基本研修３ 〃 〃 １ 

専

門

研

修 

クレーム対応講座 〃 〃 １ 

能力開発研修３ 〃 〃 １ 

折衝・交渉力養成講座 〃 〃 １ 

政策法務講座 〃 〃 １ 

法制執務講座 〃 〃 １ 

行政課題セミナー 〃 〃 ５ 

幹部セミナー 〃 〃 ５ 

ＮＯＭＡ行政管理講座 〃 日本経営協会 １ 

新地方会計制度研修会 〃 県総務部市町村行政課 １ 

ごみ処理広域化研修 〃 県生活環境部 １ 

電気主任技術者会議 〃 日本電気技術者協会 １ 
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  福島県内広域市町村圏事務局職員研修 〃 相馬地方広域圏組合 ２ 

  エネルギー管理講習 〃 省エネルギーセンター １ 

  技術管理者等スキルアップ研修 〃 日本環境衛生センター １ 

  救急救命九州研修所薬剤投与追加講習 〃 救急振興財団 ２ 

  主任無線従事者講習 〃 財団法人 日本無線協会 １ 

  福島県防災行政無線局無線従事者養成課程講習 〃 〃 １ 

  危険物安全セミナー 〃 県危連 ５ 

  第三級陸上特殊無線技士講習会 〃 財団法人 日本無線協会 ５ 

  第１種衛生管理者試験準備講習 〃 福島県労働基準協会 １ 

  予防広報等研修 〃 福島県消防協会 ３ 

  新任航空隊員予定者に対する事前講習 〃 県消防防災航空センター １ 

  救急救命士技術指導者養成講習 該当職員 県消防学校 １ 

  消防財務実務研修 〃 全国消防長会 １ 

  消防実務講習 〃 全国消防長会 １ 

  消防長研修 〃 〃 １ 

  第三級陸上特殊無線技士講習 〃 財団法人 日本無線協会 ５ 

  エコドライブ講習会 〃 会津若松市 ２ 

一

般

派

遣

研

修 

長
期
派
遣 

消防職員初任教育 新採消防職員 県消防学校 １７ 

救急救命士養成研修 〃 救急振興財団 １ 

短

期

派

遣 

消防職員幹部教育 該当職員 県消防学校 ３ 

消防大学校幹部科 〃 消防大学校 １ 

消防職員特別教育はしご車運用科 〃 県消防学校 ２ 

消防職員特別教育救急救命士養成補助教育科 〃 〃 ２ 

消防職員専科教育特殊災害科 〃 〃 １ 

消防職員専科教育危険物科 〃 〃 １ 

消防職員専科教育救急科 〃 〃 １ 

  合    計   ８４ 
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⑵ 勤務成績の評定の状況 

 地方公務員法第 40条第１項の規定に基づき、昇給等判定のための評定のほか、下記の評定を実

施しています。 

評定の目的 （事務局の場合） 

管理監督者への昇任に係る勤務評定 

（消防本部の場合） 

１．管理監督者（消防監、消防司令長、消防司令）への昇任に係る勤務評定 

２．消防司令補、消防士長への昇任に係る考査試験及び勤務評定 

対象職員 平成 2１年度対象者数 

（事務局の場合） 

課長補佐昇任対象者    ：    １ 名（参考 昇任者  ０ 名） 

係長昇任対象者       ：   ３７ 名（参考 昇任者  ０ 名） 

（消防本部の場合） 

消防監昇任対象者      ：   １１ 名（参考 昇任者  ３ 名） 

消防司令長昇任対象者   ：   ５7 名（参考 昇任者  ５ 名） 

消防司令昇任対象者     ：   ６９ 名（参考 昇任者  ８ 名） 

消防司令補昇任対象者   ：   ２８ 名（参考 昇任者  ９ 名） 

消防士長昇任対象者     ：   １４ 名（参考 昇任者  ４ 名） 

評定者 （事務局の場合） 

事務局長、事務局次長、所属長 

（消防本部の場合） 

消防長、消防本部次長、総務グループリーダー、所属長 

評定結果の活用 平成 2１年 10月 1日付け及び平成2２年 4月 1日付け人事配置の基礎資料

として活用 
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７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

  ⑴ 職員の福利厚生の実施状況 

   ① 安全衛生管理 

     職員の安全の確保及び健康の保持増進を図り、快適な職場環境を実現するため、労働安全衛

生法及び会津若松地方広域市町村圏整備組合事務局職員安全衛生管理規程並びに会津若松

地方広域市町村圏整備組合消防衛生管理規程に基づき、安全衛生委員会を設置し、職員の安

全衛生管理に努めています。 

   ② 職員の健康管理 

      疾病の予防、早期発見を図るため、労働安全衛生法に基づき、各種健康診断等を実施し、

職員の健康管理に努めています。 

      平成 2１年度の実施状況は、次のとおりです。 

健康診断種別 実施主体 対象者数 受診者数 

定期職員健康診断 組合  ３３９ ２９３ 

胃がん検診 組合 ２８５ ２０３ 

大腸がん検診 組合 １９２ ８４ 

ＶＤＴ検診 組合  ７５ 

 

⑵ 公務災害等の状況 

 20 年度末

未認定件数 

2１年度中 

申請件数 

2１年度中認定状況 2１年度末

未認定件数 公務上 公務外 取下げ 計 

公務災害 ８ １ １ ０ ０ １ ０ 

通勤災害 ０ １ １ ０ ０ １ ０ 

合計 ８ ２ ２ ０ ０ ２ ０ 

 

⑶ 職員の利益の保護の状況 

     職員の利益は、勤務条件に関する措置要求制度及び不利益処分に対する不服申立て制度に 

    により保護されています。 

① 勤務条件に関する措置要求制度 

      法第 46 条により、給与、勤務時間、その他の勤務条件に関し、人事委員会に対して、任命権

者より適当な措置が執られるべきことを要求することができる制度。 

   ② 不利益処分に対する不服申立て制度 

      法第 49 条により、懲戒その他職員の意に反すると認める不利益処分を受けたとき、公平委員会に

不服申立てをすることができる制度。 

 

      これらの制度に関する平成 19 年度の状況は、「９ 勤務条件に関する措置の要求の状況」及

び「10 不利益処分に関する不服申立ての状況」のとおりです。 
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８ 職員の競争試験及び選考の状況 

 

  ⑴ 競争試験の実施状況 

   平成 2１年度は消防職員を対象として採用試験を実施しました。実施日、実施状況等はつぎのとおり

です。 

 

 ① 実施日 

区分 試験公告日 受付期間 第 1 次試験 第２次試験 第３次試験 名簿確定日 

高校卒 

程度 
６月１５日 

７月１５日 

～８月１４日 
９月２０日 

１０月３０日 

１１月１４日 
   － １１月２０日 

 

② 実施状況 

区分 申込者数 受験者数 受験率 第１次合格者数 最終合格者数 最終競争倍率 

高校卒 

程度 
１４４名 １２９名 ８９．６％ ３９名 １９名 ６．７９倍 

 

 

⑵ 選考採用の状況 

任命権者 採用数 備  考 

― ― ― 
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９ 勤務条件に関する措置の要求の状況 

 

  ⑴ 係属状況 

 係属件数 処理件数 翌年度 

への 

繰越 

前年度 

からの 

繰越 

新規 

要求 

 計 却下 取下げ 打切り 判 定  計 

  全部容認 一部容認 全部否認 

給与 0 0 0        0 

旅費 0 0 0        0 

勤務時間 0 0 0        0 

休暇 0 0 0        0 

執務環境 0 0 0        0 

厚生福利 0 0 0        0 

任用 0 0 0        0 

その他 0 0 0        0 

  計 0 0 0        0 

 

10 不利益処分に関する不服申立ての状況 

 

  ⑴ 係属状況 

 係属件数 処理件数 翌年度 

への 

繰越 

前年度 

からの 

繰越 

新規 

申立て 

 計 却下 取下げ 打切り 判 定  計 

  
処分取消 処分修正 処分否認 

分 

限 

処 

分 

降給 0 0 0        0 

降任 0 0 0        0 

休職 0 0 0        0 

分限免職 0 0 0        0 

懲 

戒 

処 

分 

戒告 0 0 0        0 

減給 0 0 0        0 

停職 0 0 0        0 

懲戒免職 0 0 0        0 

その他 0 0 0        0 

  計 0 0 0        0 
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1１ その他 

  ⑴ 臨時職員の任用状況 

   臨時職員については、地方公務員法第 22条第 5項の規定に基づき、産休・育児休業、病休者   

  等の代替、業務繁忙期の補助及び中途退職者の対応等の必要最小限の任用に努めています。 

   地方公務員法及び条例の規定では、臨時職員は公表の対象となる職員ではありませんが、人事行政

の公平性や透明性をさらに高めるという制度の趣旨を踏まえ、臨時職員の任用状況についてお知らせし

ます。 

 

① 臨時職員数（平成２２年４月１日現在） 

区  分 
臨時職員 

フルタイム勤務 短時間勤務 

事務局 １４人 ０人 

消防本部 １人 ０人 

合  計 １５人 ０人 

 

② 臨時職員の賃金 

区分 日額単価 

臨時事務員 6,120 円 

臨時技術員 6,990 円 

臨時労務員 6,340 円 

 

③ 臨時職員の任用に係る経費（一般会計） 

区分 金  額 月平均雇用人数 

平成 2１年度決算 
千円 

       19,196 

人/月 

        12.8 

平成 2２年度予算 
千円 

       19,955 

人/月 

        13.3 

（注）  月平均雇用人数は、金額（決算及び予算）を平均的日額賃金×20日（月平均勤務日数） 

    ×１２月で除した数値です。 

     

 

 

 

 

 


